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PPBSとベトナム戦争
? ? ?
I. PPBSの評価をめぐって
よく知られているように， PPBSは1960年代初頭に合衆国政府の国防部門
へ導入された。さらに1960年代なかば，ジョンソン大統領により，ほとんど
すべての連邦政府機関へ拡大することが指示され，予算制度改革に新しい段
階をひらくものとして，注目された。 当時シック (A.Schick)は， PPBS
を今世紀におけるアメリカ予算制度改革史のなかに位置づけて，これを計画
機能に中心を置いた予算制度であると定義し，その特質を規定する三つのモ
メントをあげた。すなわち，（1）経済分析（マクロおよびミクロ）が財政政策
の形成に大きな役割を占めるようになったこと，（2）新しい情報技術や意思決
定技術の開発により政策立案に客観的分析が適用できるようになったこと，
(3)計画策定と予算編成のプロセスとが密着するようになったこと，である。
彼によれば，このうち(2)の技術的契機が決定的に重要であった。シックはこ
う述べている。「費用・便益分析およぴシステムズ・アナリシスにより提供
される意思決定・情報技術を利用できなければ，今日 PPBが予算機構の一
部になったかどうか疑わしい。新しい諸技術により， PPBで必要とする大
量の情報およぴ分析を処理する作業が可能になった。これらの技術は，計算
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を補助するものとして代替案の分析のための方法論を提供し，予算編成にお
(1) 
ける意思決定の範囲を拡大したのである。」
シヅクが述べるように， PPBSは費用と便益に関する膨大な情報を迅速に
処理することを求めるのであるが，その要件は， 1950年代後半から進行しつ
つあった行政管理技術の高度化によって生みだされていた。 1957年には予
算局の管理・組織室のなかに「デーク自動処理に関する各省庁合同委員会
(Interagency Committee on Automatic Data Processing)」が設置され，
こうした動きの推進機関となっていた。
いっぽうノービック CD.Novick)は， 1965年に自らが編集して刊行した
著書『プログラム・バジェッティグ』のなかで，プログラム予算の源流をゼ
ネラル・モーターズ社のプランニングと予算編成の技法および第二次大戦下
に連邦政府で採用された「統制物資計画」に求めているが，システムズ・ア
ナリシスは，プログラム予算それ自体から発生したのではなく， 1920年代に
(2) 
ペル研究所のような「有能な技師とエンジニアリング会社の仕事の一部」と
して生まれ，発展してきたことを強張している。それは，技師やエンジニア
リング会社が工場のエ産工程の「ハード・ウェアや設備」を対象として発展
させた分析を，国防省やランド研究所が兵器体系の分析に適用•発展させ，
さらに社会・経済・政治などを対象とする分析へ拡張したものであるとされ
(3) 
ている。このように， ノービックもシックと同じように， PPBSの基本的標
識を，機械制大工業に伴って発展した技術学（工学）の最新の成果を立憲国
家の意思決定の補助装置として導入した点に求めているのである。
予算制度の発展を技術学の視角からとらえる傾向は，合衆国の予算制度改
(1) Allen Schick, "The Road to PPB", F. J. Lyden and Miller, Planning 
Programming Budgeting（宮川公男訳「PPBとシステム分析」日本経済新聞社，
1969年， 54ペー ジ）。
(2) David Novick, "The Origin and History of Program Budgeting", D. 
Novick ed. Program Budgeting, 1969 （福島康人訳「PPBSの理論と手法」
日本経済新聞社， 1969年， 21ペー ジ，なお訳文は同じではない）。
(3) 同上， 21ペー ジ。
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革論をつらぬいている基本思想の一つであり，私はこれまでに，今世紀初め
(4) 
から第二次大戦後までの流れをあきらかにした。シックやノービックの議論
もこの思想系譜に属するのであるが，そこには，アメリカ資本主義の技術発
展が到達した高度な物質的生産力が反映していると言えよう。すなわ私立
憲国家の主要な国家装置である予算制度をとらえる思想のなかに投映してい
る資本主義の物質的生産力を折出するなら，そこには，自動制御装置をくみ
入れた作業機を備えた機械体系が中央自動機構の指令のもとに運動するオー
トメションが投映し，立憲国家の軍事・官僚制度の表象も，電子計算機によ
って集中制御される自動機械経営と類比されている。そこには，これまでの
予算制度改革思想とは質的に異った，アメリカ資本主義が歴史的に到達した
最も高い物質的生産力が投映していたと言ってよい。オートメーションによ
って民間経営の労働過程に革命的変化が生じ，旧来の協働体系の各部署に分
散していた意思決定機能の多くの部分が電子計算機に吸収されてトップ・マ
ネジメントの指揮・計画機能が強化されるのと同じように， PPBSも情報と
意思決定の機能を執行府の上層部に集中する。シックは言う。
「PPBは，情報と意思決定の流れを逆転させる。 見積もりの提出要求を
出す前に，最高の政策が決定されなければならず，この政策が下部で用意す
る見積もりを制約する。各下部段階に対して，見積もりの作成に先立ち上部
段階から適切な指示が発せられる。したがって，きわめて重要な意思決定の
プロセスー一ー目的および計画を決定するプロセスー一ーは下方に向いており，
(5) 
分割的な流れとなる。」
そしてシックが， PPBSの基本的枠組について，次のように述べていると
き，そこには，技術学の最新の成果を用いて旧来の増分主義的な意思決定の
(4) 拙稿「予算制度改革論における「科学的管理」と「真の民主主義」」「京都大学
経済論叢」第106巻第4号， 1970年10月，同「危機における予算制度改革思想」
「関西大学商学論集」第26巻第1号， 1981年4月，同「国家独占資本主義と予算
制度改革論」前掲，第26巻第4号， 1981年10月。一
(5) Schick,前掲邦訳， 59ペー ジ。
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硬直性を改革し，社会成員間の諸利益を効率の原理で調整し均衡させる，機
械的・調和的な立憲国家像と予算観が映じていることはあきらかであろう。
「PPBでは， 各参加者がいわば“予算人”として活動することを考えて
いるのである。この予算人とは古典的な‘‘経済人”とか，サイモンの‘‘経営
人”と並ぶものである。 ‘‘予算人’'はその予算プロセスにおける地位や役割
がどのようなものであれ， 効率の原則に忠実に従うものであると想定され
る。つまり，いかなる場合にも，予算人は公共資源の配分を最適にする代替
(6) 
案を選択すると想定されるのである。」
しかし， 1960年代中葉にはなばなしい脚光をあぴた PPBSは，周知のよ
うに，その後急速に退潮し， 1971年6日，行政管理予算局の回章A-11によ
り，停止された。 PPBSがこのように期待された成果をあげ得なかった理由
(7) 
は，数多く指摘されているが，ここでは，シックやノービックが PPBSを評
価する際に最も注目した技術的要因に焦点をあてよう。表1は， 1970年代初
頭における，連邦政府機関への電子計算機の設置状況を示している。ただち
にあきらかなように，総数5,961台のうち，原子力委員会，航空宇宙局，国
防省の三つの機関に5,007台，つまり全体の83彩が導入されている。国防省
だけで約54％を占めているのである。 PPBSは，アメリカ資本主義の到達し
た高度な物質的生産力を立憲国家の意思決定の補助装置としてとり入れるも
のであると評価されたのであるが，この生産力の移転は，硯実には軍事部門
を中心に，きわめて不均等に進行していたと言えよう。シックやノービック
の評価視角に従えば，こうした技術移転の不均等が PPBSの成果をはばんだ
基本的原因であると指摘されるであろう。
シックは 1973年の論文において， PPBSの挫折を導いた要因を，技術的，
(6) 同上， 57ペー ジ。
(7) わが国の研究者ものとしては，池上惇「PPBSの本質をめぐって」（池上惇「硯
代資本主義財政論」有斐閣， 1974年，所収），水口憲人「「行政国家」の危機の諸
相ー 一現代資本主義国家と行政過程」（金原左門， 小林丈児， 高橋彦博，田口富
久治，福井英雄，藤田勇，編「講座，硯代資本主義国家・ 1」大月書店， 1980年．
所収）が重要な論点を提起している。その詳細な検討は，次稿でおこなう。
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制度的，政治的な諸側面から幅広く検討している。ぞのなかで最も興味ぶか
いのは， 財政的要因をとりあげて， つぎのように述べていることである。
「追加的資金が，増分的に成長する財政需要以上に獲得される場合なら，新
規の要求を， 過去の決定と抗争することなく満すことができるし， PPBの
エネルギーを，新規のプログラム提案の分析に集中することができた。これ
は，国防省において，新規の資金を戦略兵力と在来兵力とに流しこむことが
できた 1960年代の初期に， おこったことであった。 PPBが動きはじめた
1965年には，主要なプログラムの拡大に供給する豊富な分配金があるように
みえた。しかし，状況は，ペトナム戦争のエスカレーションや，偉大な社会
計画のために組みこまれた支出のらせん的上昇，インフレーション，減税，
経済の弛綬によって，入手できる資金が使いつくされてしまうやほとんど突
然，変化したのである。 PPBが離陸するまでには，問題はもはや誰の牛を
(8) 
ふとらせるべきかではなく，誰の牛を剌すべきかになっていた。」
先にみたように，シックが 1960年代なかばにおいて PPBSを評価した視
角のなかには，技術学の最新の成果を予算過程に移植することによって，社
会成員間の諸利益を調整し均衡させるという，機械的・調和的な立憲国家像
が映し出されていたのであるが，この国家像と予算観は， 1960年代後半のア
メリカ財政の現実によって否定されたのである。
この節では， 1960年代の代表的所説における PPBSの評価視角を検討し，
これをアメリカ予算制度改革史をつらぬく基本思想のなかに位置づけ， ま
たこの視角によって， PPBS挫折の基本的要因を考察した。残された問題
は，技術学の最新の達成を大規模に移転し， PPBSを最もよく具体化した国
防省の予算制度を検討し，その意義と限界をあきらかにすることである。こ
の課題に取組むことがこの小論の基本的な目的であるが，以下の考察では，
まず第一に， PPBSを1960年代の国防省改革全体のなかに位置づけ，ついで
(8) Allen Shick, "A Death in the Bureaucracy : The Demise of Federal 
PPB", Public Administration Review, Vol. 3, No. 2, 1973, p.150. 
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第二に， PPBSの具体的展開を， 1960年代における最も深刻な軍事行動であ
ったベトナム戦争との係わりのなかであきらかにしよう。
Il．国防省改革の論理と PPBS
マクナマラ (R.McNamara)は， 1968年，国防長官辞任直後に刊行した
『安全保障の本質』と題する著書のなかで，つぎのように書いている。
「国防総省の挑戦は人を駆りたてる。同省は歴史にも類をみない巨大な単
ーの経営複合体で，人類が未だ集成したことがないような巨大な原動力を支
配している。だが，ケネディ，ジョンソン両大統領が私に与えた命令はいず
れも簡単明瞭だった。すなわち，米国の安全を確保するために必要とされる............................ 
ものを予算に拘束されずに，しかもできる限り経済的に決定し，準備すると
(9) 
いうことである。」（傍点は引用者）
マクナマラは，国防省の能率化のために近代的な管理の制度や技法を大胆
に導入した国防長官として，ひろく知られているが，上掲の一文には，彼が
指導した国防省改革の論理がコンパクトに要約されている。すなわち，国防
省は巨大な原動力により運動する単一の経営複合休と類比されているのであ
るが，この組織体のなかには，予算に拘束されずにしかもできる限り安価に
決定し準備するという原則が貫かれているのである。すなわち，国防省改革
の論理のなかには，国防費の増大をもたらすモメントが含まれていたことが
注目されよう。
このことは，マクナマラが，国防省改革の内容を，つぎの二つの側面に区
分して説明していることで，よりあきらかになる。先ず第一は，マネジメン
トのゆきとどいた機構をつくり出す一連の管理改善であって，彼はこの側面
をつぎのように特徴づけている。「この種の改革に共通の性格は， 軍事的能
率とそれほど関係がないということである。実務上，能率的な方法を導入し
(9) Robert S. McNamara, The Essence of Security, 1968（原康訳「能率ヘ
の忠誠」サイマル出版会， 1968年， 93-94ページ）。
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(IO) 
て経費を節約するということにつきる。」
第二に， より重要な側面は， 「ドル節約はときには重要な副産物だが，そ
(11) 
のなかで軍事的能率を増加させることが主眼点」となる改革であった。マク
ナマラは言う。「この種の改革は軍事機構の効率を大幅に改善した。経費の
直接削減とまでいかなかった部門でも， 真の意味で経済的といえた。つま
り，この改革は支出したドルから最大限の国家安全保障を引き出すことがで
(12) 
きるからである。」
以上のように， マクナマラは国防省改革の内容を， 「実務上の能率」と軍
事的能率」という，言わば二つの「能率概念」によって二つの側面に分類し
ている。この両側面が相異った内容をもつことはあきらかであろう。すなわ
ち，前者が，支出水準の絶対的低下をもたらす改革に焦点をあてるのに対し
て，後者は，一定の国防支出から生みだされる軍事上の効果を極大化する改
革に焦点をあわせるのであって， 支出の節約には副産物としての意義を隠
めるにすぎないのである。 マクナマラによれば， 前者を具体化した改革は
1962年に発足した「経費削減5カ年計画」であり，後者を具体化したものが
(13) 
PPBSの導入による意思決定方式の改革であった。
ところで，このような国防省改革の論理は，どのような現実を反映していた
のであろうか。第一に，それは，アイゼンハウアー大統領の掏衡予算方針の
もとで，国防費にも上限が設けられていた1950年代の国防省管理からの変換
と弾力化を，示している。しかし，それは第二に，国防省の改革をめぐる，
軍事的官僚制度の内的矛盾を反映していたことが注目される。この矛盾は，
具体的には，統合参謀本部と三軍によって構成された制服組と呼ばれる職業
軍人の集団と，国防長官官房に組織された文官の集団との，対立としてあら
われていた。マクナマラは，国防省管理の旧慣を改革しようとした自らの試
(10) 同上， 95-96ペー ジ。
(11) 同上， 96ペー ジ。
(12) 同上， 97ペー ジ。
(13) 同上， 95ページ， 96-102ペー ジ。
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ヽ
みが，これに抵抗する勢力との妥協を配慮したものであったことを，つぎの
ように卒直に語っている。
「そのうえに避けられない特殊な人間的問題があった。改革は伝統的実務
を変え，国防予算の慣習的な支出を制限することになる。人間は予算を切り
つめ慣れたやり方ができなくなる提案よりも，もっと予算を使える核，非核
戦力の強化と言った提案のほうにとびつくのは避けられない。そこで，全算.................................. 
を大幅に増大することで軍事的効果と効率の向上という課題を推進するため
・・・・・・・・・・・・ (14)
の誘因を加えることにした。」（傍点は引用者）
さて，以上の検討からあきらかなように， 1960年代の国防省改革には，軍
事的官僚制度の内的矛盾がからみついており，予算に拘束されずにしかもで
きるかぎり安価に決定し準備するという改革論理には，軍事的官僚制度の内
在矛盾が反映していたのである。そこで，つぎに一歩すすんで，この内的矛
盾に留意し，軍事的官僚制度の内部組織に焦点をあてつつ国防省改革の内容
を考察して， PPBSを位置づけよう。マクナマラは，第二次大戦後，国家安
全保障法によって創設された国防省は，その内部に並存する二つの指揮・命
令系統の機構を持っていたと述べている。すなわち，第一に，戦場における
戦闘部隊の作戦統合と指揮の責任は，統合参謀本部を通じて国防長官に上申
する，各々の統合司令部に置かれていた。第二に，支援活動の統帥と指導は
，国防長官の監督下にある三軍各省が，各軍の兵力を訓練し，維持・管理し
(15)、
ていくこととされていた。以上のように，国防省の内部には，戦場における
戦闘集団の作戦活動と支援活動という，二つの軍事機能に関する指揮・命令
系統の機構が並立していた。こうした軍事的官僚制度の内部組織の視点から
みるなら， 1960年代の国防省改革は，これらの機構のなかに近代的な管理の
制度や技法を移植し，軍事機能の能率向上と経費の節約を図ろうとするもの
であったと言えよう。
国防省の機構改革は，上述した二つの指揮系統にそって行われた。先ず第
(14) 同上， 95ペー ジ。
(15) 同上， 100ペー ジ。
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ーの系統については，二つの領域に関する改革がなされた。一つは，即戦部
隊の強化であって， 1961年，戦術空軍と陸軍戦略予備軍とを統合し，単一の
戦略打撃軍 (TheStrike Command)を創設した。 これによりすべての即
戦部隊の統一軍 (TheUnified Command)への組入れが完了し，新設され
た戦略打撃軍は，海外の第一戦部隊の増援や遠隔地域の戦闘に機動的に投入
されることとなった。他の一つは，統合参謀本部の日常的な作戦指導のため
の機構の強化であって， 前線にまで長くのぴた通信活動と情報活動とをそ
れぞれ統合する新たな組織として， 国防通信局 (DefenceCommunication 
Agency) と国防情報局 (DefenceInetelligence Agency) とが設置され
た。こうして， 「戦場の司令官に対する二つのもっとも重要なサービス」
が強化された。同時に国家軍事指揮休系 (NationalMilitary Command 
System)が創設され， 三軍に対する統合参謀本部の戦況に即応した指揮機
(16) 
能が強化された。
つぎに第二の系統については，三軍の兵たん機構に集中的な改革が加えら
れた。すなわち，新たに国防補給局 (DefenceSupply Agency) が設けら
れ， 三軍に共通する補給部門がここに統合された。 さらに，「新兵器体系の
調達と補給における能率を向上させる要請に応えるだけでなく，急速に変化
(17) 
する科学技術に歩調を合わせるように」三軍の兵たん管理面が改革された。
以上の機構改革を一言で特徴づけるなら，国防省内の二つの指揮・命令機
構を強化するために，それぞれの軍事機能を統合する新たな機能別組織を導
入するものであったと言えよう。•そして，こうして整備された軍事的官僚制
度の内部組織において，日常の管理実務の能率化を図る方策が「経費削減5
カ年計画」であり， また意思決定方式を改革し軍事的能率を高める方式が
PPBSであったと言ってよい。マクナマラによれば，「経費削減5カ年計画」
は，国防省の経費の最も大きな部分を支出する兵たん部門について，（1）必要
なものだけ購入する，（2）最低の価格で購入する，（3）経常費を節減する，とい
(16) 同上， 103-104ペー ジ。
(17) 同上， 104-105ペー ジ。
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う三つの目標にそった管理の改善を図り， 5年間に140億ドルを節約したと
言g:)では，「軍事的能率」をたかめる PPBSはどのような内容をもってい
たのか。ここでは，マクナマラのもとで財務管理担当の国防次官補をつとめ
たヒッチ (J.Hitch)の著書を参照しよう。
ヒッチは， 1965年に刊行した著書， 『国防のための意思決定』の冒頭で，
合衆国建国以来の軍事制度統合の歩みを回顧し， PPBSを，その最高の到達
点として位置づけている。すなわち，彼は先ず，軍事的官僚制度の統合に大
きなインパクトを与えた， 今世紀の三つの大戦争ー一米西戦争， 第一次大
戦，第二次大戦一一の意義を，強調している。さらに，第二次大戦後におけ
る国家安全保障法の制定と，同法にもとづく国防省の創設，および三軍各省
にまたがる統..:....予算休系（パフォーマンス予算）の導入こそ，統一的軍事制
(19) 
度の形式を確立したものと高く評価している。そしてヒッチによれば，この
制度的形式のなかに三軍統一の実質をつくりだすために，国防予算に関する
(20) 
新しい意思決定の方式を導入するものが， PPBSであった。 すなわち，す
でに述ぺたように， 1960年代の機構改革が並立する二つの指揮・命令機構を
強化するために，二つの軍事機能をそれぞれ統合する機能的組織を導入する
ものであったとすれば， PPBSは，国防省の全活動の物質的基礎をなす財務
行政制度の改革によって，三軍間の壁をとりはらい統合された軍事力を実現
しようとする試みをあらわしていると，言えよう。それは，大要すればつぎ
のような構成をもっている。
PPBSは，国防省内の意思決定過程における新たな中核として，プログラ
ム作成 (programming)を挿入した。 先ず国防省の諸活動を，三軍の組織
によってではなく， 機能別に分類し， 「人員， 装備， 施設などの効果が安
(18) この改善のなかで，調達における競争入札の拡大，コスト・プラス定率手数料
制契約の改良，国防省内の過剰在庫の削減，仕様書の簡素化，不必要な軍事施設
の廃止・統合などが進められた（同上， 106-108ページ）。
(19) Charles J. Hitch, Decision-Making for Defense, 1965（福島康人訳「マク
ナマラの理論」， 日本経営出版会， 1966年， 35-36ページ）。
(20) 同上， 39-40ペー ジ。
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全保障目的に直接つながるようにまとめられた一つの組みあわせ」である
(21) 
「計画要素 (programelement)」を析出する。 こうして国防省の全軍事活
動を，約1,000項目の「計画要素」として，再統合する。 この「計画要素」
は，軍事活動の効果を測定する基礎単位であって，それぞれの「要素」の軍
事効果の産出（アウト・プット）を得るために，投入すべき人員，装備，施
(22) 
設などの資源量（イン・プット）が， 基本的には 5年先まで計算される。
資源所要量は，物理的数量と財政的費用という二つの形式で表わされるので
あるが，このうち財政的費用は，装備の実用開発ー一生産ー一配備・運用の
三段階に分けて，（1）開発費(2)投資費(3)運
用費として示され，これらの総計が「債
務負担権限総額 (totalobligational 
authority)」の形式で， まとめられ
る。約1,000項目の「計画要素」は，さ
らに 「各要素に共通する一つの任務，
(23) 
または一組の目的」を基準として， 9種
類の主要任務別計画のなかに，集約され
る（図1参照）。従って主要任務別計画
は，投入と産出，費用と効果，を対比さ
せ一定の優先順位のもとに組みあげられ
図1 主要任務別計画
1. 戦略報復部隊
2. 大陸防衛部隊
3. 一般的兵力
4. 空•海輸送部隊
5. 予備役および州兵部隊
6. 研究・開発
7. 一般支援
8. 退役給付
9. 軍事援助
（出所） C.J. Hitch, Decision-Making 
for Defense, 1965 （福島康人訳
「マクナマラの理論」日本経営出
版， 1966年， 66-67ページ）。
た「計画要素」と資源所要量の体系を，示すこととなる。
主要任務別計画は， 国防長官の承隠を得て， 「兵力構成およぴ財政5カ年
計画」となり，国防省における三軍の軍事計画立案と毎年度の予算編成とを
導く内部的「指針」として，使用される。先ず，統合参謀本部は毎年の予算
編成に先だち， 三軍の支援を得て， 「統合戦略目標計画」と称する長期計画
(21) 同上， 62ペー ジ。
(22) 厳密に言えば，兵力規模に関しては，兵器調達に必要な先行投資や研究開発の
期間を見込んで， 8年先まで計画される（同上， 65ー ペー ジ）。
(23) 同上， 66ペー ジ。
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を，最新の軍事技術と国際情勢に適応するものに改訂し，これによりつつ，
既存の「兵力構成および財政5カ年計画」における「計画要素」の優先順
位や資源所要量の変更につき， 国防長官へ勧告する。意思決定過程のこの
局面において， システム分析や費用・効果分析の成果が集中的に運用され
る。ヒッチによれば，システム分析には，（1）軍事諸目標の設定，（2）これらの
諸目標を達成する代替的手段の考察，（3）この諸代替案の効果と費用の評価，
(4)分析の根底をなす目標と想定の再検討，（5）新たな代替手段の工夫と新たな
(24) 
軍事目標の確立，といった一連の分析の循環過程が含まれている。この分析
の循環過程に，三軍各省，統合参謀本部，国防長官官房に勤務する多数の分
(25) 
析官が， 外部の研究組織の支援を得つつ， 参与することとなる。 こうして
「兵力構成および財政5カ年計画」は，常時，軍事技術と国際情勢の最新の
状況に即応するように更新され，この最新の「計画」を基礎として，一年度
の財政費用が，統一予算体系の勘定科目に組みかえられ，予算編成がなされ
る。 ヒッチが言うように， 「年度予算は，だから，本質的には，すでに承認
ずみの『5カ年計画』の単一年度分だけの財政所要量を， くわしく分析した
贔？とみなすことができよう。
さて，以上の概容からあきらかなように， PPBSは，大別して，二つの根
幹からなり立っていたと言ってよい。第ーは，三軍の軍事活動を予算の編成
過程において調整し，三軍間の官僚的な壁を取りはらって統合する，媒介物
として働らく「兵力構成および財政5カ年計画」の導入である。そして，こ
の媒介物は，第二の根幹であるシステム分析や費用・効果分析などの意思決
定の補助要具の働らきによって，軍事技術や国際情勢の発展に即応して不断
に更新され，兵力と兵器体系の更新が恒久的につづいていく仕組みをもって
(24) 同上， 96ペー ジ。
(25) 空軍はランド研究所，陸軍は調査分析研究所，海軍は海軍分析本部，国防省は
国防分析研究所と，それぞれ密接な関係をもっていた（同上，105-106ペー ジ）。
(26) 同上， 74ペー ジ。
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(27) 
いた。国防省の毎年度予算は，以上のような仕組みを土台として編成される
こととされたのである。
ここで， 1960年代における国防省改革の二つの構成部分一「経費削減5
カ年計画」と PPBSー ーを統一的に把握するならば，これらのなかに，中鉢.......................... 
に拘束されずにしかもできるかぎり安価に決定し準備するという改革論理
が，具体化されていることがあきらかになるであろう。そして， PPBSの機
構には，三軍間の割拠性や，二つの指揮・命令系統に内在する文官と制服組
との矛盾などが内包されていたのであって，これらの矛盾が，軍事目標や作
(27) 兵器体系の開発から運用を経て更新にいたる過程に即して考察すると，兵器休
系の生産・配備以前の段階は，主要任務別計画のうちの「研究・開発」の項目に
配分され，生産・配備の段階は，主要任務別計画の他の項目，すなわち「戦略報
復部隊， 大陸防衛部隊， 一般目的兵力， 空•海輸送部隊， 予備役および州兵部
隊」の中に，それぞれ配分される。すなわち「研究開発」は， 生産・配備以前に
ある「鉛筆だけの作業から実用段階の兵器」の研究開発の諸過程を， 「（1）研究
(research) (2)探求的開発 (exploratory) (3)試作開発 (advanced)(4)製作開発
(engineering)」の4つの部門に分け，その資源所要量を計上する。生産・配備
段階の所要量は， 「（1）実用開発 (operation)一 (2)生産ーー(3)配備運用」とい
う諸過程に区分して，先にあげた主要任務別計画の諸項目ごとに，（1）開発費 (2)
投資費， （3）運用費として， 計上する。 こうして「兵器のライフサイクル」に即
してみれば， PPBSの根幹の一つをなす「兵力構成および財政5カ年計画」は
「研究， 探求的開発， 試作開発，．製作開発， 実用開発，生産，配備・運用」と
いう諸過程を「計画要素」のなかに組み入れている。この諸過程のうち，「製作
開発」とは，まだ生産と配備の許可は下されていないが軍が実際の使用を考慮し
ている特定の兵器体系の製作に入る段階であり， 「実用開発」はすでに生産・配
備が許可された兵器について，生産開始に先だち，実験，評価をくり返し，その
設計を改善していく段階である。 PPBSの根幹である費用・効果分析やシステム
分析が集中的に運用され，兵器体系の選択と更新がおこなわれるのは，この「製
作開発」と「実用開発」との段階である （ヒッチ，同上， 70-71ペー ジ， 133-
138)。長松秀志，森輝彦「「産軍複合体」と管理会計」（敷田礼二，近藤禎夫編著
r硯代管理会計論」日本評論社， 1976年，所収）は，こうした「兵器のライフサ
イクル」の視角から 1960年代における海軍の兵器体系更新システムを分析し，
PPBSを位置づけている。なお， 池上惇「国防予算制度の合理化とその現実的
傾向」（同「現代資本主義財政論」有斐閣， 1974年，所収）も参照。
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戦指導，補給計画などの一連の軍事機能の決定をめぐる対立として，外的に
展開し，国防省の予算と機構を膨張させていった。その典型的な事態は，ベ
トナム戦争のエスカレーションの過程で，あらわれた。
皿エスカレーションと PPBS
システム分析担当の国防次官補をつとめたエントーベン (A. Enthoven) 
と彼の特別顧問であったスミス (K.W. Smith)は， 合衆国議会の合同経
済委員会・政府の節約に関する小委員会が， 1969年に開いた， PPBSに関す
る検討会に提出した報告のなかで，「PPBシステムを評価する場合，当然，
ベトナム戦争に関する意思決定に，このシステムがどのような影善を与えた
かという問題が提起される」と設問し，自らこう回答している。「この問に
対する答は，その戦争の主要な決定に対して， PPBSはほとんど影響を与え
なかった，と言うことである。それは資源の管理に関しては，このシステム
がなかった場合より，非常によい影善を与えた。 1965年，国防長官の指示の
もとに東南アジア兵力展開計画 (Sou、~heast Asia deployment plan) と
それをつねに最新のものに更新していくシステムが確立された。このシステ
ムは PPBシステムを拡張したものであって，財政，補給および人員に関す
る計画立案の基礎として，また兵力計画と資源計画の立案が統合されること
を保証するうえで，有効であった。しかし，ベトナムに関する重要な意思決
定には，兵力使用に関する軍事戦略的な問題や国際政治上の問題が含まれて
おり，前者は，最高の政策決定者により， ワシントンで行う体系的，数量的
分析の対象であるとはみなされず，後者は， PPBシステムの範囲をこえるも
(28) 
のだったのである。」
(28) Alain C. Enthoven and K. Wayne Smith, "The Planning, Programming, 
and Budgeting System in the Department of Defense: Current Status 
and Next Steps", in The Analysis and Evaluation of Public Expenditures: 
The PPB System, A Conpendium of Papers Submitted to the Subcommittee 
on Economy in Government of the Joint Economic Committee, Congress of 
the United States, 91st Congress 1st Session, 1969, p. 962. 
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以上のように， ェントーベンとスミスは， ベトナム戦争と PPBSとの関
係を，全体として消極的に評価しているのであるが， くわしくみると，その
評価は二つの部分に分けられるであろう。
第一に， PPBSの延長として採用された「東南アジア兵力展開計画」が，
兵力と資源の管理に果した役割を積極的に評価している。この「東南アジア
兵力展開計画」は， PPBSの根幹の一つであった「兵力構成および財改5カ
年計画」を，特にベトナムにおける戦闘行為に関して具体化し，東南アジア
へのアメリカ軍部隊の展開についての承認ずみ計画とそれぞれの部隊の稼動
率，重要物資の損粍状態，およびこれらの将来推計を，月毎と四半期毎に記
録する制度であった。 エントーベンらは， 「これらの計画諸表は，ベトナム
に投入したアメリカ軍部隊をバランスを保ちながら展開させ，あるいは撤退
(29) 
させるのに不可欠のもの」であったと，評価している。
しかし，第二に，ェントーベンとスミスは，ベトナムに関する意思決定に
おいて重要なモメントとなる，兵力使用に関する軍事戦略上の問題や国際政
治上の問題は， いずれも PPBSの枠外で処理されたと否定的に評価してい
る。彼らは， PPBSが，広範な国家安全保障上の諸計画と有効に統合されな
かった結果， 「右手でつくりあげつつあるものを， 左手で自ら破壊していく
こととなった」として，次のような注目すべき発言をおこなっている。 「た
とえば，ベトナムにおけるわれわれの基本目標の一つは，この地に強力な軍
隊と清廉な公務員を育成することである。しかるに，合衆国軍の兵力拡大が
直接の原因となって一大インフレーションがおこり，それが，ベトナムの将
校団と公務員の経済的地位をほり崩し，彼らの腐敗と分裂の危険を高めたの
(30) 
である。」
いっぽう，パルマー (G.Palmer)は，こうしたエントーベンらの議論を
批判し， ベトナム戦争のエスカレーションに果した PPBSの積極的役割を
強調している。 とくに注目されるのは， 「東南アジア兵力展開計画」がそれ
(29) Ibid., p. 959. 
(30) Ibid., p. 969. 
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自身のなかに， より大きな兵力と資源を吸収する仕組みをもっていたこと
を，指摘していることである。以下に彼の議論を要約しよう。
先に述べたように， 「東南アジア兵力展開計画」は1965年に確立されたの
であるが， さらに1966年3月， この「計画」にもとづく兵力の派遣と動員
を審査•更新する制度として， 「兵力展開調整申請システム (Deployment 
Adjustment Request System)」が採用された。 ベトナムにおける全般的
な兵力水準の決定は，いうまでもなく大統領の承認事項であったが，この新
しいシステムのもとでは，その原案は，統合参謀本部のJ-3部門（作戦担
当）と国防長官との双方から，上申されることとなった。また，以前には統
合参謀本部と三軍に付与されていた，兵力展開を監視する権限は，新システ
ムのもとでは，国防長官官房に集中され，システム分析局によって運用され
(31) 
たQ PPBSの根幹の一つをなした「兵力構成および財改5カ年計画」の，
ベトナム戦争に関する特殊システムは， このように制度化され， アメリカ
軍の大規模な地上戦闘の幕を切って落した「索敵撃減戦略 (searchand 
destroy）」の円滑な遂行を管理する要具として運用されたのである。バルマ
ーによれば，この「東南アジア兵力展開計画」のもとで，兵力の規模や構成を
調整する際の目安として運用された「プログラム・アウトプット」は， 「政
(32) 
府軍とゲリラ勢力との兵力比率」であった。通常10対1の比率が使用された
が，この比率を用いることの最大の難点の一つは，「ゲリラ勢力」の兵力を見
積ることの困難にあった。たとえばパルマーは，国防長官によって公表され
た表2のような兵力見積りをあげている。彼は，この兵力見積りの「あいま
いで不正確なカテゴリー」は， 「共産軍」の大きな部分をつくりだすばかり
(31) Gregory Palmer, The McNamara Strategy and The Vietnam War, 
Program Budgeting in the Pentagon 1960-1968, 1978, p. 116, この機構
の内部に，文官と制服組の矛盾が内包されていることは，あきらかであろう。パ
ルマー は， 「東南アジア兵力展開計画」における「バランスのとれた兵力」とい
う概念事体，軍事目標や戦略如何によって，兵力の構成（兵員や補給を含む）に
多様性を持つことを指摘している(ibid.,p. 117)。
(32) Ibid., p. 117. 
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表2 「共産軍」の兵力見積り （単位：人）
い 11966年1月 I1967年1月
主 要部 隊 87,000 62,000 
パートタイム 110,000 110,000 
政 治幹 部 40,000 58,000 
北ベトナム人 15,000 45,000 
合 計 I 252,000 275,000 
（出所） G.Palmer, The McNamara Strategy and The 
Vietnam War, Program Budgeting in the Pe-
ntagon 1960-1968, 1978,. p. 118. 
でなく政府軍の出撃の成功や失敗をつくりあげるうえで， 「最良の指標」と
(33) 
なった，と述べている。
ここで合衆国の公式統計により，ベトナムに展開したアメリカ軍部隊の規
模と構成をみよう。表8のように，それは1965年を皮切りに激増し，ピーク
に達した1968年末には， 53万6,000人を記録している。そして，こうした兵力
の激増のなかで，海兵隊が著しく増強され，陸軍の比率が一貫して高まって
いる（表4参照）。表5によると，いわゆるペトナム戦費も激増し，軍事支出
全休における比重が著しく高まった。さらに同表は，ベトナムにおける兵員
が減少しはじめる1969年以後も，東南アジア全域におけるアメリカ軍部隊が
増大をつづけるという興味ぶかい事実を示している。兵員数からみると，空
軍の比重は低下と停滞の傾向を示しているが，この部分は最も高度な機械カ
を装備していた。すでに空軍は， 1965年2月より「ローリング・サンダー」作
戦と称する北ベトナム地域への継続的爆撃に従事していたが，この爆撃は，標
的リストの承認を通じて国防長官の統制下におかれた。すなわち，爆撃目標
は，太平洋司令官と統合参謀本部の情報スクッフからの提案にもとづき承認
(33) Ibid., pp. 119ー 120.
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表4 ベトナム派造軍の構成の変化 （％） 
1964 1 1965 I 1966 1 1967 1 1968 
l 
陸 軍 63 63 62 66 67 
海 軍 5 5 6 6 7 
海 丘/‘ 隊 4 21 18 16 15 
空 軍 28 11 14 12 11 
沿岸防衛隊
（備考） 表3より算出。
表5 東南アジア軍事活動ー一支出および人員
（単位：支出はパーセンテージ以外の部分は100万ドル，
人員は1,000人，年は会計年度 ） 
予 算 支 出 概 算 軍事要員(1)
年度
軍総事額支出 (事アa)東支を除南出アく軍ジ(め出a)総のる軍額百事分に支比占(アb)特ジ別ア東地域南(め出b)総のる百軍額事分に支比占東ア南駐留アジ その他
1965 49,578 46,070 92.9 103 0.2 103 2,552 
1966 56,785 48,597 85.6 6,094 10.7 323 2,771 
1967 70,081 47,333 67.5 20,557 29.3 529 2,848 
1968 80,516 50,826 63.1 26,839 33.3 623 2,924 
1969 80,999 48,978 60.5 29,192 36.0 634 2,853 
1970 i 81,542 53,074 65.1 25,733 31.6 639 2,816 
(1) 1968年12月31日現在， 63万4,000人の人員が東南アジアに，その他の地域に279万3,000人
が展開していた。
（注）表中，特別東南アジア地域 (SpecialSoutheast Asia)とは，ベトナムを指す。
Source: Executive Office of the President, Bureau of the Budget, The Budget of 
the United States Government, 1970. 
（出所） U.S. Department of Commerce, op. cit., p. 248より作成。
され， こうして示された国防長官の全般的な指示をもとに， 統合参謀本部
が具体的な目標を選択した。爆撃政策の決定にあたっては，国防長官，統合
(34) 
参謀本部議長，国防次官補，大統領が出席する，討論が組織された。
(34) Ibid., p. 121. 
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「ローリング・サンダー」作戦は，このような機構を通じて遂行されたので
あって，その作戦の目的は「介入に由来する北ベトナムの損失をうけいれが
たいまでにどこまでも高めつづける， というアメリカの決意を， ハノイに
表6 ペトナム戦争中の米軍の砲爆弾
使用量：主要使用径路別内訳 (106kg=I03t)
航空機から
年 度
量晨鴨撃 |B-52
地上砲撃 海上から 総 量
総
1961 ． . ． . . 
1962 . ． ． . . 
1963 . . . . . 
1964 . ． ． ． ． 
1965 286 257 29 . 286 
1966 458 365 93 535 5 998 
1967 846 609 237 1,092 27 1,965 
1968 1,304 772 531 1,347 46 2,696 
1969 1,258 758 501 1,275 27 2,561 
1970 887 516 370 1,072 12 1,970 
1971 692 
485 函
295 756 5 1,453 
1972 984 499 776 32 1,792 
1973 378 138 241 163 3 543 
総 計 7,093 4,297 I 2. 796 I 7,016 156 14,265 
補注および出典
(a) 1965年度の航空機からの総最は米腺会図書館から入手 (Libraryof Cougress, 1971 : 
8)。1966年から 1973年の航空機および地上からの総量は 1973年8月｀17日の米国防省発表
による。 海上からの分のデークは， 1966-70年は米議会図書館 (Libraryof Congess, 
1971: 8}, 1971-73年は米国防省（私信， 1973年11月2日）から入手した。
(b) B-52のデークは 1973年7日18日付の国防省発表による （ただしデークのない4カ月
分については適当な外挿をほどこしてある）。 B-52以外（戦闘爆撃機など）による航空
爆弾の量は航空機からの総量デークからB-52のそれを差し引いて求めた。
(c) 1973年の航空機からのデークは1-？月まで， 同年の地上からのデークは 1-5月ま
で。
(d) テ・ークが欠如している部分は，米国防省からの発表がない。
（出所） StockholmInternational Peace Research Institute (A.H. Westnig), Ecological 
Consequences of The Second Indochina War, 1976（岸由二，伊藤席昭訳「ベトナ
ム戦争と生態系破壊」岩波書店， 1979年， 18ペー ジ）。
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(35) 
伝達する」という当初のものから， 「索敵撃減戦略」の採用後には， 南ベト
ナムヘの人員と物資の流入を切断することへ変更され，爆撃回数や爆撃目標
も急速に拡張されていった。ストックホルム国際平和研究所の編になる『第
二次インドシナ戦争が環境に与えた諸結果』を参照し，北爆をふくむ戦闘行
為に使用された砲爆弾量をたどってみよう。表6のように，それは1965年か
ら激増し， 1968年にピークに達している。また，この戦争ではきわめて多方
面にわたる科学技術の成果が使用されたのであるが，化学薬品の使用も1965
年から激増する。そして，こうした軍事活動の躙進は永久に回復することの
(3.6) 
ない膨大な人的・物的損失を生みだしていった。
さて，以上にあげた事実は，すべて「索敵撃減戦略」の遂行過程であらわ
れた事実である。この戦略の管理のために運用された「東南アジア兵力展開
．計画」が，エスカレーションに貢献したことはあきらかであろう。
しかし， 先にエントーベンとスミスが指摘したように， 「索敵撃減戦略」
の遂行過租で， PPBSの第二の根幹である体系的・数量的分析が有効な役割
を果さなかったことも，事実であろう。この点に関しては，いわゆる「ペン
クゴン・ペーパーズ」に収録された文書の中に，多くの興味ぶかい事実が見
(37) 
出される。ニューヨーク・クイムズ社が編集した分析では，マクナマラ国防
(35) Ibid., p. 121. 
(36) Stochholm International Peace Research Institute (A. H: Westing), 
Ecological Consequences of The Second Indochina War, 1976（岸由二，伊藤
嘉昭訳「ペトナム戦争と生態系破壊」岩波書店，・1979年），高野哲史，藤本文朗編
「戦争と障害者」青木書店， 1981年，轡田隆史「ベトナム枯れ葉作戦の傷跡」す
ずさわ書店， 1982年。
(37) よく知られているように「ペンクゴン，ペーパーズ」は， 1967年6月マクナマ
ラの指示にもとづき組織されたク・スク・フォースによって，作成された。陸井三
郎氏は，その執筆者の多くはランド。ゴーボレーションの研究者であり，したが
って執筆者達がいかに客観的に政策決定過程を復元しようとしたとしても，記述
は「アメリカン・リベラリズム」の価値観と価値判断を前提として，その枠内に
収まっていると述べている（陸井三郎「ハノイでアメリカを考える」すずさわ書
店， 1976年， 325ページ）。このように，すでに一定のバイアスによって制約され
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た「ベーパーズ」原本をもとに，さらにいくつかのダイジェスト版が刊行されてい
るが，原本の内容は，ニクソン政権により刊行された12巻の政府版UnitedStates-
Vietnam Relations: 1945-67, 12 Volum~s, Government Printing Office, 
1967,に最も完全な姿で公表されている。陸井氏は，ニューヨーク・タイムズ版
の「ペーパーズ」は，同紙が代弁する「統治階級」の有力構成部分の見解である
．「理性的保守主義」の立場から， 原本の資料の取捨， 選択を行っており， 「ペ
ーパーズ」原版の正確かつ客観主義的なダイジェスト版とさえいいがたいとされ
ている（同前， 285,326ページ）。氏は諸種の「ペーパーズ」により第二次大戦
後のアメリカ史の真相を折出するためには，この資料を枠づけ，つらぬいている
「リベラル・エスタプリシュメシト」の視点や価値観を慎重に精錬していく態度
が求められるとされている（同前， 328-329ペー ジ）。私は， このような氏の指
摘を，配慮しつつ，小論の分析対象としては，ニューヨーク・タイムズ版を採用
することとした。こうした方針の採用に関して有益な教示を得たのは，矢沢修次
郎氏の論考「ベトナム戦争とアメリカ民主主義」（「世界」岩波書店， 1976年11月
号）である。すなわち要点を述べれば，矢沢氏は， 1960年代中葉の合衆国におけ
る， ベトナム戦争に関する世論調査の結果から， 次のような諸点を指摘してい
る。 (1)職業レベルでより高い位置を占め，教育程度が高く，高収入，若くてメデ
ィアに対する関心の高い人ほど， 1964年当時は，ベトナム戦争に対する強硬姿勢
を好んでいた。・ (2)上記の人々が， 1968年までに最も多く態度を変え，ハト派へ移
行した。具体的には，専門職従事者の戦争強硬姿勢支持は48％から36％へ，経営
者のそれは60％から40％へ減小した。さらにこのような態度の変化は，プロテス
クントで上層中間階級の人々のなかで，最も急激に生じた。 (3)前記の態度の変化
は，メディアの変化によるものとみなされる。 1964年から68年の間に，合衆国の
代表的な雑誌や主要新聞の多くは，ペトナム戦争の縮小や戦争の反対を主張する
ようになるが， こうした変化は， 「支配階級の「リベラル」な部分」の意思の相
対的変化に対応して生じ，この変化を追いかけて上層中間階級の態度変化が生ま
れた（矢沢修次郎，前掲239-243ペー ジ）。氏は， ほぽ以上のような分析のうえ
に，ベトナム反戦運動の影響力の意義と限界について，つぎのように評している。
「60年代のベトナム反戦運動は， 20世紀アメリカ最大の反戦平和運動であった。
だがしかし， それももう一歩のところがあったと評価しておくのが妥当であろ
う。何故ならば，それらの運動は，現体制の根本を問い直すことを許さずにうま
＜硯体制の修正，廷命をおこなってゆく上からの民主主義が機能してゆくのを，
規制することができなかったからである。」（同前， 243ページ）私は， これらの
指摘は，基本的に妥当なものと考える。そして，この評価に立つならば，ニュー
ヨーク・タイムズ版「ペーパーズ」を慎重に検討することによって， 1960年代後
半の合衆国のペトナム政策を基本的に領導した「支配階級のヘゲモニー」の志向
するところを，折出することができるであろう。
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長官に「劇的な衝撃」を与えたものとして， 1966年夏国防分析研究所が開
いたセミナーの勧告を重視している。すなわち，この勧告は「一国に与えら
れた損害は，その戦闘継続の意思をくじく」という北爆作戦の背後にあった
(38) 
仮説を検討し，この両者の関係は計量できないとして，仮説を否定した。ま
た，それは同じく， 「作戦を， 目的に関連させる能力の欠知」を，北爆戦略
(39) 
の基本的弱点としてきびしく指摘している。勧告は結論部分でこう述べてい
る。「従って現在のところ， 公表された目的達成のために，どの程度，アメ
リカの軍事努力が必要かを予測する適切な基盤は，存在しないと結論せざる
を得ない。事実，この目的の達成を可能にする軍事努力の水準が，存在する
(40) 
か否かを判断する，確固たる根拠すらもないのである。」
こうしたセミナーの結論には，国際的支援に支えられた民族解放運動の活
発化， アメリカ軍の人的・物的損害の急増（表3参照），内・外における反
戦世論の拡がり，などが反映していたと言ってよい。ニューヨーク・タイム
ズの分析者は，このセミナーに参加した「アメリカの最もすぐれた科学者た
ち，第二次世界大戦の終わり以来，政府が多くの最も進歩した技術的兵器を
作り出すのを助けてきた人たち，政府のベトナム政策に非難の声をあげる学
者とは遮う人たち」 47人による結論と勧告こそ，「マクナマラの心に強力な，
恐らく決定的は影響を与えた」ものであるという， 「ペンタゴン・ペーパー
(41) 
ズ」の文章を肯定的に引用している。
国防分析研究所の勧告は，上記の批判に立って，北爆にかわるより効果的
で効率的な戦略として，非武装地帯に最新の電子技術を装備した障壁装置を
(38) The Pentagon Papers: The Secret History of the Vietnam War, as 
published by the New York Times, 1971（杉辺利英訳「ペトナム秘密報告」
サイマル出版会， 1972年， 552ページ）。
(39) 同上， 577ペー ジ。
•(40) 同上， 577ペー ジ。
(41) 同上， 552ペー ジ。
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(42) 
建設することを，提案していた。こうして， 1966年末から1967年を通して，
ジョンソン政権と国防省との内部において， ウエストモーランド南ベトナム
援助軍司令官と統合参謀本部から出される予備役召集や「聖城」への戦争拡
大など軍事行動の大増強を求める要求と，マクナマラを頂点とする文官から
出されるより効果的・効率的な作戦への転換を求める主張とが，はげしい対
立をつづけた。 すなわち， 「ペンタゴン・ペーパーズ」には， 1967年 3月，
総兵力68万人の「最適規模兵力」を達成するために新たに20万人の増員を求
めたウエストモーランドの要求を分析・批判した，ェントーベンの国防長官
(43) 
あて覚書や，北爆の目的とバランスシートを分析したマクナマラの大統領あ
(44) 
て覚書，などが収録されている。そして，こうした紛争が激化する過程で，
(42) 「国防総省報告書によれば，この障壁は次の二つの部分からなっていた。一つ
は，敵の足と脚に損傷を与える小型地雷（小石地雷と呼ばれる）で構成される対
人員用装置，もう一つは，航空機を目標に誘導する音響探知器を用いた対車両用
装置であった。地雷と探知器の大半は，航空機で投下するが，障壁システムの点
検は地上部隊が担当する。科学者たちは，装置全体に年額八億ドルを要し建設に
は一年かかると推定した。」（同上， 552-553ペー ジ）。
(43) 1967年5月4日付のエントーペンの覚書は， 「南ベトナム援助軍の考え方の中
心になっているのは，敵の消耗であり，敵の消耗は敵がその活動のペースをどの
程度コントロールするかによって決定されるので，われわれは，敵の戦術的イニ
シアチプに関する事実を， 冷静に分析してみた。」として， 1966年における56回
の戦闘を 4つのカテゴリーに分けて，分析している。そして「われわれが展開し
た兵力の規模が，敵の消耗率にほとんど影響を与えていない」との結論を得て，
こう述べている。「私にとって驚きなのは， 米南ベトナム援助軍司令部が，兵力
水準を検討するに当たって，この種の情報を無視していることである。私はこの
要素を，討誤のさい取り入れるよう長官に勧告する。」（同上， 651-652ペー ジ）。
(44) マクナマラの1967年5月19日付覚書の， 「北爆の目的とバランスシート」とい
う項では， 「なぜ北爆を拡大し， 港に機雷を敷設（さらにおそらくは北ペトナム
南部を占領）しないのか，そのカヶを実行すれば，浸透を締めつけ，南における
敵の活動を大幅に制限し， ハノィを屈服させられるのではないか」と設問し，
「その答えはその行動に伴うコストとリスクの面から検討しなければならない」
としている。具体的検討はつぎのとおりである。「その場合の第一のコストはア
メリカ人の生命である。対空防衛が堅固な地域への爆撃作戦では，出撃廷べ機数
40ごとに 1人のパイロットが失われる。さらに重要だが測定し難いコストとして
国内および世界の世論におよぽす影響がある。多くのアメリカ人や世界の大半が
許容するアメリカの行動には限界があるだろう。」（同上， 660ペー ジ）。 ・
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アメリカ軍部隊の軍事行動は，あらゆる分野において急激に拡大して頂点に
達し，それに規定されて財政支出も劇的な膨張をとげたのである。
しかも，エスカレーションの過程では，政府部門の内部のみではなく合衆
国の軍需産業の全構造を含むアメリカ経済の内部に，複雑な諸矛盾がひろが
った。 PPBSとエスカレーションとの関係は，これらの諸問題をふくむひろ
い視野から，あきらかにされなければならないであろう。以下では，合衆国
議会の合同経済委員会が1967年に開催した「ベトナム戦費の経済効果」に関
する聴聞会に提出された，ワイデンパウム (M.Weidenbaum)の分析と陳
述を参照しつつ，若干の検討を試みよう。
先ず， ワイデンバウムは，エスカレーションの過程で，合衆国の軍需産業
全体の構成に生じた急激な変化を，三つの側面から分析している。第ーは，
表7 軍事予算における一般戦力と限定戦力の構成（債務負担総額）
（単位： 10億ドル，パー セント）
金 額 構 成 比
軍事力のカテゴリー
冷(年196度2会計戦） ベ（1年ト9度6ナ7会ム蹴計） 争 冷謬会計戦）I ペ（悶ト腐ナ会ム戦計争） 
一般戦力：
戦略攻撃力•••…………•• • 8.9 ｝ 29.8 ｝ 大陸間ミサイル防衛力… 7.1 16.5 2.3 7.7 
小計.................. 11.2 .. 37. 5 .. 
限定戦力：
一般目的兵力…．．．．．．．．．．．． 17.5 34.3 58.5 80.0 
航空•海洋輸送力……… 1.2 1.5 4.0 3.5 
小計．．．．．．．．．．．．．．．．．． 18.7 35.8 62.5 83.5 
合計 (1)•. ．．．．．．．．．．．．...． 29.9 I 42.9 | 100.0 I 100.0 
(1) 軍事予算のその他の部分は，戦闘部隊の支援，研究開発，軍事援助，退役給付にむけ
られている。 Source: U. S. Department of Defense. 
（出所） M.L.,Weidenbaum,i"lmpact of Vietnam War on American Economy", in Eco-
nomic Effect of Vietnam Spending : Hearing before the Joint Economic Com-
mittee Congress of the United States, 90th Congress 1st Session, 1967, p. 214. 
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国防予算の使途別配分に生まれた変化であって，戦略攻撃力や大陸間弾道ミ
サイル兵力などを内容とする一般戦争兵力から限定戦争兵力（とくに一般目
的兵力）への重心移行が劇的にすすんだ（表7参照）。第二は， 軍需品の調
達の構成に生まれた変化であり，表8のように，最新鋭兵器の比重は，航空
機を除いて著しく低下し，それにかわって在来的兵器の比重が回復しつつあ
る。とくに，エスカレーションとともに，銃砲類や弾薬，布，戦車，車輌な
どの調達が激増した。第三の変化は，国防調達の地域的配分にあらわれた。
すなわち， 表9のように， 南部の比重は 60年代初頭から一貫して高まって
いるが，エスカレーションのなかで，北東部のニューイングランド地方や中
西部など，伝統的工業をもつ地域の比重が高まっている。また，エスカレ――
ションは，国防調達の地域的配分を，短期間のうちに激変させる傾向をつよ
表8 軍需調達における生産物の構成変化
（単位： 10億ドル，パー セント）
金 額 構 成 比
朝鮮戦争 冷戦 ベトナム朝鮮戦争 冷戦 ベトナム
計,1 9 5年2会度） (！叶96年2会度） 戦(1計96年7会度争） (1計9年52会度） (1計96年2会度） 戦(1計9年67会度争） 
最新鋭装置：
航空機・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13.1 6.4 9.8 45.7 35.7 39.8 
ミサイル・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ .4 4.7 2.1 1.4 26.3 8.5 
エレクトロニクス・・..•…• 1.3 1.5 1.2 4.5 8.4 4.9 
／」ヽ 計・・・・・・・・・・・ 14.8 12.6 13.1 51.6 70.4 53.2° 
在来的装置：
船 舶・・・・・・・・・・・・ 1.8 2.2 2.4 6.3 12.3 9.8 
砲・・・・・・・・・・・・・・・ 9.2 2.3 6.5 32.1 12.8 26.4 
その他・・・・・・・・・・・・ 2.9 .8 2.6 10.0 4.5 10.6 
／Jヽ 計・・・・・・・・・・・ 13.9 5.3 11.5 48.4 29.6 46.8 
合 計・・・・・・・・・・・ 28.71 17.91 24.61 100.0 I 100.0 I 100.0 
Source: Department of Defense data on obligations incurred. 
（出所） M.L. W eidenbaum, ibid., p. 215. 
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表9 国防契約額の地理的配分の変化（単位：パーセント）
朝鮮戦争 冷 戦 ベトナム戦争
(1952会計年度） （1962会計年度） （1966会計年度）
北東部：
ニュー イングランド・…….. 8.1 
中部大西洋地城…………… 25.1 
1Jヽ 計・・・・・．．．．．．．． 33.2 
中西部：
東北中央部・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 27.4 
西北中央部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6.8 
小 計・・・・・・・・・・・ヽ・ 34.2 
南部：
南部大西洋地域••…..••…... 7.6 
南部中央部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6.4 
小 計・・・・・・・・・・・・ 14.0 
極西部：
山岳地域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ .7 
太平洋岸・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17.9 
小 計・・・・・・・・・・・・ 18.6 
合 計・・．．．．．．．．．．． 100.0 I 
Source: Computed from Deptartmen of Defense data. 
（出所） M.L. Weidenbaum, ibid., p. 216. 
10.9 11.9 
18.7 17.6 
29.6 29.5 
12.6 15.3 
6.7 7.6 
19.3 22.9 
10.4 12.5 
7.8 12.2 
18.2 24.7 
4.7 2.5 
28.2 20.4 
32.9 22.9 
100.0 I 100.0 
(45) 
め，各地域の経済の動向にいっそう重要な影署をおよぼすこととなった。
エスカレーションの過程であらわれた， これらの軍事部門の変化は， す
でに形成されている「産軍複合体 (military-industrialcomplex)」の内部
で， 軍事的資源の配分と獲得をめぐる複雑な矛盾を新しくつくりだし， そ
(45) Murray L. Weidenbaum, "Impact of Vietnam War on American Economy", 
in Econo!llic Effect of Vietnam Spending : Hearings before the Joint 
Economic Committee Congress of the United States, 90th Congress 1st 
Session, 1967, pp. 214-218. 
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れらは，全般的な軍事戦略の決定や，主要兵器の選択をめぐる激しい論争と
して，展開することとなった。
つぎに， 1965年から始められた急激なエスカレーションは，アメリカ経済
の特定部門に過度な剌戦を与え， 1966年には，朝鮮戦争以来，最高の物価騰
貴が生じ，またこの衝撃によって， 1960年代前半には有効に機能した賃金・
物価ガイドボスト協定が崩壊した。かくして生じたインフレーションと財政
規模の急激な拡大は， 「国家は， 税金を引上げることなく，国内における貧
困との戦争とベトナムにおける戦争という，二正面戦争 (two-frontwar) 
(46) 
を同時に遂行するゆとりをもつことができる」という，ジョンソン政権の見
通しを大きく動揺させた。
最後に， ベトナム戦争の拡大は， アメリカ経済の国際的地位を悪化させ
た。ワイデンバヴムは，エスカレーションは， 1966年度の国際収支の負担を
7億ドル増加させたと推計し（表10参照）， さらに1967年度には 10億ドル以
上に達すると計算している。さらに，このような国際収支に加わる直接の負
担のうえに，ほぼ同等かそれ以上の間接の負担が，国内消費の過度の剌載に
(47) 
よる輸入の増大などによって，生じるであろうと推定している。
表10 国防計画が国際収支に与える効果
（会計年度，単位： 10億ドル）
I 1961 I 1962 I 1963 I 1964 I 1965 I 1966 
支出：
ペトナムに関連する増加
その他・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3.1 
合 計・・・．．．．．．．． 3.1 
収入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ .3 
純逆バランス…•……….. 2.8 
Source, Department of Defense. 
（出所） M.L. Weidenbaum, ibid., p. 217. 
(46) Ibid., p. 205. 
(47) Ibid., p. 218. 
.0.7 
2.8 2.6 
3.0 2.9 3.3 
.9 1.3 1.2 
2.1 1.7 2.1 
124(296) 第 27 巻第 3 号
w．結論
この小論の目的は， 国防省の予算制度のなかに導入された PPBSの具体
的構造と展開を考察し， その意義と限界をあきらかにすることであった。
I節で述べたように， PPBSの根幹は，大きく言って二つの側面をもってい
た。第一は，三軍の軍事活動を，予算の編成過程において調整し統合する役
割を果たす「兵力構成および財政5カ年計画」であり，第二は，意思決定の
要具として働く体系的・数量的分析であった。 Il節で考察したように，これ
ら二つの側面をベトナム戦争との係わりのなかで検討すると， 第一の側面
は，「東南アジア兵力展開計画」とその更新システムとして具休化され，「索
敵撃減戦略」の管理のために運用されたが，第二の側面は，有効な機能を果
たし得なかった，と言えよう。しかし，このことはエントーペンとスミスが
言うように，ペトナム戦争に関する意思決定が PPBSによって左右されな
かったことを意味しないであろう。注目すべきことは，「索敵撃減戦略」の
遂行過程において，とりわけ1966年末から1967年を通じて，作戦遂行に関す
る費用と効果の判断や軍事目標や作戦方法の選択などをめぐって，文官と制
服組との激しい論争と対立が展開したことである。この点は，ェントーペン
とスミスが議会の聴聞会において指摘した， PPBSの特質と考えあわせる
と，きわめて興味ぶかいものがある。すなわち，彼らは次のように述ぺてい
るのである。
「PPBSを有効なものとする特質そのものが， 実は， PPBSに対して政
治的な批判をよびおこす原因ともなっている。兵力構成および財政5カ年計
画が，計画に関する意思決定とその試案を，明確に記録することを内容とし
ているので，それはまたきぴしい論争を含む問題に対しても，長官が明確に
決断を下すことを求める。これは，ただ当面の一年間のみに関する予算限度
額を決定するだけで， 資源の配分を求めて競いあう諸要求に対して明確な
(48) 
選択をしないでおく従来の方式とは，まったく異った方式なのである。」
(48) Alain C. Enthoven and K. Wayne Smith, op. cit., p. 959. 
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1966年末から 1967年を通じて国防省とジョンソン政権のなかで展開した
ベトナム戦争の遂行をめぐる紛争は， このような PPBSの特質が劇的にあ
らわれた事例であった，と考えられるのであり，この対立と紛争が激化する
過程で， 「東南アジア兵力展開計画」は急激に増殖し， エスカレーションに
貢献することとなったのである。 しかもエスカレーションは， 合衆国の軍
事部門の全構造をふくむアメリカ経済の内部に複雑できびしい諸矛盾をひろ
げていった。そして，これらの経済的な諸矛盾とアメリカ社会の深刻な分裂
(49) 
は，ほとんど直接，マクナマラ国防長官の辞任とジョンソン政権の崩壊を導
いたのである。国防省の意思決定過程のなかに技術学の最新の達成を大規模
にとり入れた PPBSの意義と限界は，これら一連の事態のなかに最も具休
的にあらわれていたと言えよう。
(49) 佐藤定幸「破局に突進するアメリカ経済」「経済評論」日本評論社， 1968年3
月号，陸井三郎「アメリカ社会の全暦的分裂」同前， 1968年8月号。
